
   

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月1日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月1日～平成23年３月31日） 
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代表者          （役職名） 代表取締役社長 （氏名）磯野 央幸 

問合せ先責任者  （役職名） 経営企画部長 （氏名）西山 健太郎 （ＴＥＬ）  03（5462）9666 

四半期報告書提出予定日 平成22年８月13日 配当支払開始予定日 － 

四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 有 ・無     

四半期決算説明会開催の有無    ： 有 ・無     

  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  34,337  42.8  1,352  453.5  1,400  380.5  833  401.4

22年３月期第１四半期  24,052  △24.9  244  △58.2  291  △56.0  166  △60.9

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  51  56  －      

22年３月期第１四半期  10  28  －      

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  72,195  37,225  51.6  2,301  58

22年３月期  64,981  36,579  56.3  2,261  63

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 37,225百万円 22年３月期 36,579百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  －        15 00 －      15 00  30  00

23年３月期  －      

23年３月期（予想）  15 00 －      15 00  30  00

（注）当四半期における配当予想の修正有無 ： 有 ・無

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  76,000  31.8  2,770  168.1  2,660  161.1  1,600  145.5  98  93

通期  135,000  4.8  3,000  19.9  3,000  7.7  1,900  3.2  117  47

（注）当四半期における業績予想の修正有無 ： 有 ・無



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「その他の情報」をご覧ください。） 

新規 －社 （社名）                        除外 －社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

 （３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了しておりません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．平成22年４月26日発表の第２四半期（累計）連結業績予想は、本資料において修正しております。 

２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。   

  

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ： 有 ・無

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用： 有 ・無

① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 ・無 

② ①以外の変更        ： 有 ・無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 16,174,000株 22年３月期 16,174,000株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 166株 22年３月期 156株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 16,173,842株 22年３月期１Ｑ 16,173,844株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間における経済環境は、アジアを中心とした新興市場の景気拡大や政府の景気対策の効

果により、金融危機以降の景気後退局面より改善は見られましたが、ギリシャなど欧州ではソブリンリスクが高ま

り、緩やかな回復が見込まれていた米国経済も、雇用状況や住宅販売件数の悪化から減速の兆候が見え始めていま

す。 

 国内経済においては、リストラ効果や新興国向けの需要拡大により大企業の業績は改善し、個人消費も持ち直し

の傾向が見られるものの、設備投資や失業率は依然として厳しい水準に推移しています。また、為替の急激な円高

や、中国経済の景気後退懸念もあり、なお不透明な状況は続いております。 

 エレクトロニクス業界におきましては、パソコン、スマートフォン、薄型テレビなどの好調な売上が、半導体メ

モリーの旺盛な需要を生んでいるうえに、ハイブリッドカーなどの低燃費の車載向製品が堅調に推移し、EV（電気

自動車）の本格販売も控えており、業界を取り巻く状況には明るい兆しが見られます。一方、競争の激化による価

格の下落傾向は続き、年後半には国内の政策効果の息切れも懸念されることから、回復基調は注意深く見守る必要

があります。 

 このような環境のもと、当社グループの売上高は、半導体部門では家電機器、車載及び情報機器向の増加によ

り、前年同期比33.6％増の267億１百万円、情報機器部門は主力のハードディスクドライブが増加したことによ

り、同45.6％増の29億54百万円、その他に区分されている品目ではモジュール商内が堅調であったことにより、同

129.3％増の46億82百万円、この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は同42.8％増の343億37百万円となりま

した。 

 利益面では、売上高増加の影響により、売上総利益は同52.9％増の40億61百万円、営業利益は同453.5％増の13

億52百万円となりました。経常利益は、持分法による投資利益が増加したこともあり、同380.5％増の14億円とな

りました。その結果、当第１四半期純利益は同401.4％増の８億33百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は721億95百万円となり、前連結会計年度末比72億13百万円の増加

となりました。その主な要因は、受取手形及び売掛金の増加額14億26百万円、たな卸資産の増加額59億43百万円に

よるものであります。 

 なお、純資産は372億25百万円となり、前年連結会計年度比６億46百万円の増加となりました。その主な要因

は、利益剰余金が５億91百万円増加したことによるものであります。 

  

（キャッシュ・フローの状況）  

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は26億61百万円となり、前連結会計年度末と比

較して10億85百万円の増加となりました。  

 「営業活動におけるキャッシュ・フロー」は10億18百万円の支出（前年同期は17億20百万円の収入）となりまし

た。主な要因は、税金等調整前四半期純利益13億25百万円、売上債権の増加13億48百万円、たな卸資産の増加59億

２百万円及び仕入債務の増加53億92百万円によるものであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は２億79百万円の支出（前年同期は１億円の支出）となりました。主な

要因は、無形固定資産の取得による支出２億45百万円によるものであります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は23億79百万円の増加（前年同期は６億41百万円の支出）となりまし

た。主な要因は、短期借入金の増加額26億15百万円及び配当金の支払額２億10百万円によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第１四半期の業績を勘案し、平成22年４月26日に公表いたしました平成23年３月期の業績予想を修正いたしま

した。  

 なお、当該予想数値の修正に関する事項は、本日（平成22年７月28日）公表の「業績予想の修正に関するお知ら

せ」をご参照ください。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．簡便な会計処理  

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法  

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒実績高を算定しております。  

② 棚卸資産の評価方法  

 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

③ 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 

２．特有の会計処理  

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 1．資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益は４百万円、税金等調整前四半期純利益は16百万円減少しております。ま

た、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は１億８百万円であります。  

  

２.「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用  

 当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）

を適用しておりますが、これによる影響額はございません。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。  

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,661 1,575

受取手形及び売掛金 38,601 37,175

商品 18,877 12,933

繰延税金資産 1,128 1,564

その他 2,569 3,917

貸倒引当金 △52 △45

流動資産合計 63,786 57,120

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 435 362

工具、器具及び備品（純額） 151 145

その他（純額） 30 35

有形固定資産合計 617 544

無形固定資産   

のれん 28 33

その他 1,816 1,518

無形固定資産合計 1,844 1,551

投資その他の資産   

投資有価証券 4,197 4,012

繰延税金資産 849 864

その他 901 889

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 5,946 5,764

固定資産合計 8,408 7,860

資産合計 72,195 64,981
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 18,333 12,875

短期借入金 10,772 8,134

未払法人税等 80 1,144

繰延税金負債 － 0

賞与引当金 245 586

補償損失引当金 44 －

受注損失引当金 50 57

その他 2,832 3,138

流動負債合計 32,358 25,936

固定負債   

繰延税金負債 3 3

退職給付引当金 2,129 2,067

資産除去債務 109 －

その他 369 394

固定負債合計 2,611 2,465

負債合計 34,969 28,402

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,251 5,251

資本剰余金 4,767 4,767

利益剰余金 28,231 27,640

自己株式 △0 △0

株主資本合計 38,250 37,658

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 0 10

繰延ヘッジ損益 8 △8

為替換算調整勘定 △1,033 △1,081

評価・換算差額等合計 △1,024 △1,079

純資産合計 37,225 36,579

負債純資産合計 72,195 64,981
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 24,052 34,337

売上原価 21,395 30,276

売上総利益 2,656 4,061

販売費及び一般管理費   

貸倒引当金繰入額 1 6

従業員給料及び賞与 850 905

賞与引当金繰入額 151 245

退職給付費用 146 104

賃借料 273 234

その他 989 1,212

販売費及び一般管理費合計 2,412 2,709

営業利益 244 1,352

営業外収益   

受取利息 0 0

持分法による投資利益 73 267

その他 7 13

営業外収益合計 81 281

営業外費用   

支払利息 5 21

売上割引 8 8

為替差損 19 197

その他 0 6

営業外費用合計 34 233

経常利益 291 1,400

特別利益   

投資有価証券売却益 － 2

特別利益合計 － 2

特別損失   

補償損失引当金繰入額 － 44

ゴルフ会員権評価損 － 5

ゴルフ会員権売却損 － 4

退職特別加算金 － 4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12

事務所移転費用等 － 6

特別損失合計 － 77

税金等調整前四半期純利益 291 1,325

法人税、住民税及び事業税 24 38

法人税等調整額 101 452

法人税等合計 125 491

少数株主損益調整前四半期純利益 － 833

四半期純利益 166 833
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 291 1,325

減価償却費 63 125

のれん償却額 5 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） 106 62

賞与引当金の増減額（△は減少） △183 △341

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 6

補償損失引当金の増減額（△は減少） － 44

受注損失引当金の増減額（△は減少） － △7

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 5 21

持分法による投資損益（△は益） △73 △267

投資有価証券売却損益（△は益） － △2

ゴルフ会員権評価損 － 5

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12

売上債権の増減額（△は増加） 4,685 △1,348

たな卸資産の増減額（△は増加） 582 △5,902

仕入債務の増減額（△は減少） △2,937 5,392

未収消費税等の増減額（△は増加） △136 △234

未払消費税等の増減額（△は減少） △78 －

その他 319 1,097

小計 2,652 △1

利息及び配当金の受取額 56 56

利息の支払額 △5 △20

法人税等の支払額 △982 △1,053

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,720 △1,018

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △0 △55

無形固定資産の取得による支出 △102 △245

投資有価証券の取得による支出 － △5

投資有価証券の売却による収入 － 12

その他 2 13

投資活動によるキャッシュ・フロー △100 △279

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △427 2,615

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △4 △25

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △208 △210

財務活動によるキャッシュ・フロー △641 2,379

現金及び現金同等物に係る換算差額 33 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,012 1,085

現金及び現金同等物の期首残高 2,007 1,575

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,020 2,661
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 該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

  前第１四半期連結累計期間において当社及び連結子会社は、電子部品・機器の販売事業の単一セグメントである

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア……香港、シンガポール、タイ、中国、インド、マレーシア 

(2)北米………米国 

  

〔海外売上高〕 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国または地域の主たる内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア……香港、中国、シンガポール他 

(2)北米………米国、カナダ 

(3)その他……イスラエル、チェコ他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
日本 

（百万円）
アジア

（百万円）
北米

（百万円）
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高                                    

(1)外部顧客に対する売上高  16,715  7,258  78  24,052  －  24,052

(2)セグメント間の内部売上高  4,204  98  14  4,317  (4,317)  －

計  20,919  7,356  93  28,369      (4,317)  24,052

営業費用  20,610  7,439  90  28,140  (4,332)  23,807

営業利益（又は営業損失）  309  (83)  2  228    15  244

  アジア 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  8,816  197  23  9,037

Ⅱ 連結売上高（百万円）                    24,052

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 36.7  0.8  0.1  37.6
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〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報

が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っているものであります。 

 当社グループは、電子部品・機器を販売しており、国内においては主に本社が、海外においてはASEAN（東南ア

ジア地区）及びGCHINA（Greater China、中国・香港・台湾地区）に区分し、事業活動を展開しております。 

 従いまして、当社グループは、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「本社」、

「ASEAN」、「GCHINA」及び「その他」の４つを報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失に関する金額 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（注）「その他」の区分は、TOMEN ELECTRONICS AMERICA,INC.及び株式会社ピーピーエルの事業活動であります。

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  品目別販売実績 

  

  

  

  
本社 

（百万円） 
ASEAN 

（百万円）
GCHINA 

（百万円）
その他

（百万円）
計

（百万円） 
消去額等 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                          

外部顧客に対する売上高  21,186  5,300  6,500  1,350  34,337  －  34,337

グループ間取引等  8,332  287  385  342  9,347  (9,347)  －

計  29,518  5,588  6,885  1,693  43,685      (9,347)  34,337

セグメント利益又は損失（△）  1,303  26  △34  29  1,326    25  1,352

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．補足情報

品目 

前第１四半期連結累計期間 

    （自 平成21年４月１日 

     至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 

       （自 平成22年４月１日 

         至 平成22年６月30日） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

 半導体  19,980  83.1  26,701  77.8

 情報通信機器及び応用システム  2,029  8.4  2,954  8.6

 その他  2,042  8.5  4,682  13.6

合計  24,052  100.0  34,337  100.0
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